


５[kWh]) を示す。日中に太陽電池による発電が行われ、

発電量が電力消費量を上回る８～ 12 時及び 14 時は蓄電

装置へ充電が行われる。11 ～ 12 時は発電量が蓄電装置

容量を超過する為、逆潮流が生じる。

3.2　ライフサイクルコストの推移：図３に caseB にお

ける現状価格でのライフサイクルコストを示す。caseB
ではイニシャルコストは約 600 ～ 900[ 万円 ]、設備更

新が無い期間のランニングコストは 6.3[ 万円 / 年 ]、

オーナーの利益は約 75[ 万円 / 年 ] となる。蓄電装

置容量が０[kWh] の場合に建設から９年、５[kWh]
の場合に 11 年を超えると、オーナーの利益がライフ

サイクルコストを上回る為、投資回収が可能となる。

10[kWh] の場合は 22 年を超えるとライフサイクルコス

トを上回るが、太陽光発電システムの耐用年数以内に

は投資回収ができない。

3.3　投資回収年数の比較：図４に投資回収年数を示す。

caseA ～ C では蓄電装置容量 10[kWh] 以下では約 20 年

で投資回収ができ、caseA-0、B-0、B-5 では９～ 11 年で

投資回収ができる。太陽電池枚数及び蓄電装置容量を多

くすると、投資回収年数は長くなり、特に caseD ではど

の蓄電装置容量でも投資回収ができない。これは太陽電

池枚数及び蓄電装置容量を多くした場合に、設備更新費

が増大することが原因と考えられる。現状のイニシャル

コストでは、ほとんどの解析条件で太陽光発電システム

の耐用年数である 20 年以内に投資回収ができない為、

高齢者賃貸住宅において太陽光発電のサスティナビリ

ティ (経済的持続性 )は少ないと考えられる。

3.4　イニシャルコストを低減させた場合の投資回収年

数：表４に各種イニシャルコストを低減させた場合の

投資回収年数を示す。太陽光発電システム費用は 2012
年の価格と比較して、2020 年では７割となっている文３）。

将来的に太陽光発電システム費用が現状価格の８割と

なると caseC で、半額となると caseD で投資回収が可

能となる。蓄電装置容量を 30[kWh] とした場合では、

蓄電装置費が現状の３割となると投資回収できる解析

条件が増加する。

　図５に caseB で価格が現状の８割の場合のライフサ

イクルコストを示す。太陽光発電システム費用及び蓄

電装置費用が現状の８割になることで投資回収年数は

蓄電装置容量 10[kWh] 以下で８～９年と短くなる。特

に caseB-10 において、現状価格では 20 年以内に投資

回収ができないが、８割となることで９年で投資回収

が可能となる。これは、イニシャルコストの低減によ

り設備更新費の影響が少なくなる為と考えられる。

4　まとめ

① caseA-0、B-0、B-5 において太陽光発電システムの耐

　用年数以内に投資回収ができる。

②高齢者賃貸住宅において、現状のイニシャルコストで

　太陽光発電のサスティナビリティ (経済的持続性 )は

　少ないと考えられる。

③イニシャルコストが現状の８割以下となることで、20
　年以内に投資回収できる解析条件が増加し、太陽光発

　電のサスティナビリティは高まると考えられる。
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太陽光発電
システム費

蓄電装置費

100% 100% 9 22 26 - 9 11 22 83 23 24 25 44 43 44 61 102
80% 7 8 21 - 8 8 9 33 10 10 11 23 23 24 24 26
50% 7 8 9 42 8 8 8 21 10 10 10 21 23 23 24 24
30% 7 8 8 22 8 8 8 9 10 10 10 10 23 23 23 23
80% 5 6 7 83 5 5 6 12 6 6 7 8 8 8 8 9
50% 5 5 6 22 5 5 6 7 6 6 6 7 8 8 8 8
30% 5 5 6 7 5 5 5 6 6 6 6 6 8 8 8 8
80% 3 4 5 42 3 4 4 7 4 4 4 6 5 5 5 6
50% 3 4 4 11 3 3 4 5 4 4 4 5 5 5 5 5
30% 3 3 4 6 3 3 4 4 4 4 4 4 5 5 5 5
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図３ caseB における現状価格でのライフサイクルコスト

図４ 投資回収年数
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表４ 各種イニシャルコストを低減させた場合の投資回収年数 [年 ]
( 現状価格の８割、５割、３割 )
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図５ caseB で価格が現状の８割の場合のライフサイクルコスト
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注釈
※１　再生可能エネルギーの固定価格買取制度 (FIT) は、太陽光、風力、水力、地熱、バイ
　　　オマス等の再生可能エネルギー源を用いて発電された電気を、国が定める価格で一定
　　　期間電気事業者が買い取ることを義務付ける制度。
※２　太陽電池の温度係数とは、太陽電池パネル表面の温度を基準温度 25℃から変化させ
　　　た時の出力性能の変化率を示す。
※３　パワーコンディショナー (パワコン )は、太陽光発電システムで発生する直流電気を
　　　交流電気に変換し、家庭用電気機器などで利用できるようにするための機器。
※４　東京電力エナジーパートナーに余剰電力を売却する場合の買取単価である。
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